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会計

事業タイプ

経費区分

各種係数を元に交付対象者に交付する交付金の額を計算。
申請者からの申請により交付している。

事
業
費
／
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円

H23（2011） H24（2012）

82,713予算額

区分
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指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

融和融和融和融和とととと協働協働協働協働のまちづくりのまちづくりのまちづくりのまちづくり((((区長会区長会区長会区長会へのへのへのへの交付金交付金交付金交付金))))事業事業事業事業

開始年度 2005 終了年度 9999

市民協働課補助金等交付要綱

目的 区長会連合会、地区区長会、町内会が自主的に取り組む、歴史、伝統、文化、生活、産業、自然、環境などの地域資源を活か
した事業」、「地域活性化に資する事業」に対し交付金を交付し、個性的な地域づくりや地域の活性化を推進する。また、自
らが交付金の有効活用のため知恵を出し合うことにより、地域の自立を促す。
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事業名

部署名 市民協働課

「1連合会交付金」「2地区交付金」「3町内交付金」「4ふるさとふれあい交付金」の4つから構成され、2～4については、使
用目的を定めない交付金の利点を活かして地区や町内で自由に活用されている。

事業コード

1309

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（

Ｄ
Ｏ
（

Ｄ
Ｏ
（

Ｄ
Ｏ
（
実

施
実

施
実

施
実

施
）） ））

活動指標

補助金等交付現在

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

成果指標

一般会計

単独事業

補助費等

総
合

計
画

体
系

総
合

計
画

体
系

総
合

計
画

体
系

総
合

計
画

体
系

基本施策
体系

重点施策
体系

まちづくりイベントを開催している地区数 目標値 10101010 10101010 10101010 10101010 10101010地区

実績値 10101010 10101010

10地区の主なまちづくりイベントの参加者数 人 目標値 105000105000105000105000 107000107000107000107000 110000110000110000110000 112000112000112000112000 115000115000115000115000

計算
根拠

一人ひとりが積極的にまちづくり活動に参加してもらう

実績値 101532101532101532101532 112117112117112117112117

達成率
（％）

96.796.796.796.7 105.7105.7105.7105.7

実数値

ランク AAAA AAAA

安全・安心で快適に暮らせ
るまちづくり

参加と協働によるまちづく
りを推進する

コミュニティ

基本目標 属性 基本施策

地域力の強化

実施施策

3081

「鯖江ブランド」づくり 歴史文化郷土の誇りを未来につなぐまちづく
り

重点施策 分類（大） 分類（小）

723

H23事業名 融和と協働のまちづくり(区長会への交付金)事業 1309
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【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

町内会・地区区長会は自主的なコミュニティづくりを行っており、住民主体のま
ちづくりをおこなうための交付金のニーズは大きい。

根
拠

事業名

主体

必
要

性

【行政関与】
　行政が実施すべき事業で
　すか。

市全体の町内会・地区区長会に対する交付金の交付事務であり、一部事務の委託
等は可能としても、民間が行なう意義はほどんどない。
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拠

根
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有
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率
・
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果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させる
余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ない

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。

事業名

所管課

根
拠

ない

交付金は地域の活性化の重要な財源の一部に充てられており、コスト削減はでき
ない。

根
拠

他からの補助金・交付金等なし。町内会、地区の活動に関しては、区費という形
で受益者も負担している。

根
拠

すでに地域が自主的に取り組み事業を展開しており、十分に交付金の目的を達成
している。

根
拠

区長会連合会や市民主役委員会の地域自治部会等で地
域コミュニティのあり方についての議論を深める中
で、提言があがってきた場合には必要な事務改善を行
なうが、すでに定着した制度でありそれまでは現状の
制度を継続する。

維持維持維持維持
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成

2
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み

【平成25年度　方向性】

平成24年度は、市民主役条例推進委員会と区長会等が
連携して、「市民まちづくり応援団」制度を実施し、
地域で継続してまちづくりに取り組む人材育成を図る
ことになっている。この事業の実施状況を見ながら、
交付金の有効な活用に努めていく。ただし制度の大枠
としては、すでに定着した制度でありそれまでは現状
の制度を継続する。

平
成
2
5
年

度
計

画

【平成24年度　方向性】 維持

取組選択
年度

実施状況

H22（2010） H23（2011） H25（2013）H24（2012） H26（2014）
不可能 不可能－

－ 未実施 未実施

不可能

【H25提案型市民主役オープン事業実施】 不可能 〈不可能選択理由〉

団体補助等の特定の相手先への
補助金や交付金事業のため

H23事業名 融和と協働のまちづくり(区長会への交付金)事業 1309
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